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 令和 7 年度第 1 回青森市第三セクター経営評価委員会会議概要 

 

１ 開 催 日 時  令和 7 年 10 月 22 日（水）9：00～10：00 

 

２ 開 催 場 所  青森市役所 議会棟 4 階 第 2 委員会室 

 

３ 出 席 者 

（１）委 員     委 員 長  紫関 正博（青森公立大学教授） 

     副委員長  西谷 俊広（公認会計士） 

     委  員  蛯名 哲治（税理士） 

 

（２）職業訓練法人青森情報処理開発財団 

常務理事・校長 千葉 哲泰 

事務長 細井 洋 

 

（３）法人所管課 創業・人づくり推進課 

課長 佐々木 英次 

主幹 伊藤 康人 

主事 藤田 周 

 

（４）事務局 行政資産経営課 

課長 岩渕 寿哉 

主幹 長内 寛幸 

主事 佐々木 優香 

           主査 赤坂 勇亮 

 

４ 会 議 概 要 

  職業訓練法人青森情報処理開発財団及び法人所管課に対し、経営状況基本情報シート

及び経営評価シートの内容についてヒアリングを行った。 
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５ 主な質疑内容 

委 員：目的適合性についてであるが、国における ICT 政策の動向などを踏まえると、

今後も情報処理関連技術者の需要はますます高まっていくことは明らかである

ため、貴法人の設立目的は希薄化していないものと評価できる。また、卒業生の

地元就職率が高く、市の産業振興に貢献している点も評価できるものと考えて

いる。 

前回の三次評価では、現在の入学生の多くを占める18歳人口の減少を見越して、

高校の新規卒業生だけではなく、情報処理技術の習得を希望する幅広い世代の

入学者を視野に入れる必要があるとの課題があったが、その後、実施された取

組があれば示していただきたい。 

 

法 人：WEB サイト等での広報活動に力を入れている。具体的にはコンピュータ・カレッ

ジのアピールを 4 編のドラマ風に作成して、Youtube にて配信している。また、

一般社会人は、ハローワークからの紹介で職業訓練校経由の訓練生として受け

入れている。最近は、民間企業が人手不足ですぐに職に就く人が多く、昨年は県

の制度として訓練生の学費負担枠を 10 名分いただいたが、結果 3 名の受入れと

少なくなっているため、さらに PR していきたいと考えている。 

 

委 員：esports クリエイト専攻について、HP を拝見させていただいたが、あまりイメー

ジがわかなかった。事前に esports クリエイト専攻を卒業された方の就職先は

県内、県外どちらが多いのか確認させていただいたところ、11 人が県内、3 人が

県外でほぼ県内定着ということですごいなと思った。また、就職先の業種はどの

ようなところなのか確認させていただいたところ、あまり esports と関連しな

い企業へ就職されている状況だったが、どのようなことを学修しているのか。 

  

 法 人：esports クリエイト専攻というのは、esports の大会を運営する勉強をさせてい

る。例えば、大会をやるためには選手の募集が必要だが、募集するための HP を

作る方法や大会の動画配信をするための配信技術の勉強などをしている。大会

を運営する会社が青森にはないが、青森県 e スポーツ連合という団体があり、そ

の中に大会を運営したりするグループがあるので、そのグループが大会をやる

際に、青森に就職した卒業生も参加して活動している。それが本格化し利益がで

るようなことになってくると、会社化していけるのではないか、というようなこ

とも考えながら勉強させている。 

 

委 員：効率性、効果性についてであるが、高校や企業の訪問により地域ニーズを把握

し、カリキュラムの見直し等に反映していること、国家資格取得率の向上や、
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高い就職率が維持されていることは評価できると考えている。また、効率性・

効果性の判断基準となる各種財務比率も改善・向上しているので、評価でき

るものと考えている。 

経営評価シートの二次評価において、令和 6 年度の定員充足率が前年度比で

9.1％減少していることについて、定員充足率を維持するために、どのような

取組をお考えか。 

 

 法 人：少子化が進んでいる中で、大学全入時代という状況になっており、入校生の確保

には毎年苦慮している。定員充足率を上げる取組としては、コンピュータ・カレ

ッジの魅力の向上、また、その効果的な PR は欠かせないと考えている。若者の

関心が高いカリキュラムである WEB デザインや CG クリエイター、AI を活用した

授業なども魅力の向上に図れるのではないかと考えている。PR 活動では SNS を

活用した動画の配信や、今まではマイナビにアンケートを回答した方全員にダ

イレクトメールを送っていたが、もう少し絞り込み、情報系に興味のある学生に

対してダイレクトメールを送付するといった手法で希望者を募っている。 

  

 委 員：経営状況基本情報シート 4 ページ目について、情報処理技術者試験の取得率が近

年低下しているが、それは在席者の人数が原因になっているのか、あるいは、他

に原因があるのかを質問させいただきたい。 

  

法 人：コロナ禍では特に過去問がよく出ていたので合格率は高くなっていた。コロナ禍

が明けてからは、過去問以外の問題が多くでてきたため、基本的な部分は理解し

ているが新しい問題への理解度が足りず、60 点以上とれば合格するところ、５

５点付近に留まっている生徒が割と多く不合格となり、取得率が低下した。 

 

 委 員：組織運営の健全性については、各種規程等を整備し、それらに則った運用を行っ

ていることは評価できるものと考えている。 

一方で、PDCA サイクルの確立や各種規程等の整備のみにとどまらず、実際に機

能する仕組みの構築や適切に運用されているかの検証、必要に応じて計画や事

業を見直すことなどについて今後どのような取組をお考えか。 

  

 法 人：PDCA については、毎年計画書を作成して効果等検証している。特に最重要テー

マである学生募集については、PDCA 以外にも、効果的と思われる施策などを展

開している。しかし、近年、効果的な対策が打ち出せない状況で、いろいろと苦

慮している。少子化や社会的要因がある中で、毎年入試制度を含めたカリキュラ

ムや広報活動を精査している。今後は、計画の見直しや運用について柔軟に取り
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組んでいきたいと考えている。例えばイベントがあったときは、問題点等を全職

員が共有するような仕組みを作っていきたいと考えている。 

 

委 員：経営状況基本情報シート 2ページ目について、理事の数が多すぎるのではないか

と思った。これが特に職員数よりも多いのではないかと思った。単純に理事の数

が多いと日程調整も大変だと思うし、実際に法人運営にとってどのような有益

な発言や議論が行われているのかというのが率直に疑問なところではあった。

法人として、これだけの人数が要ることについて、どのような見解をもっている

のか伺いたい。 

 

法 人：第三セクターとして設立準備を行ったときに、法人として、1 億 5,000 万円の財

産が必要だった為、基本財産 5,000 万円、運用財産 1 億円の出捐金を募集したと

ころ、青森市が東青地区や南東地区の市町村をはじめ、商工会議所が各企業先を

訪問した結果、必要な財産を確保できた経緯がある。理事は出捐者を中心に選定

した。出捐者及び寄付者を理事・評議員として広範囲に取り込むことによって、

卒業生の就職先の確保の一助になればと考えていることから、現時点で理事数

を減らすことは考えていない。理事会に係る日程調整については、定足数の 3 分

の 2 の出席を得て対応している状況である。どうしても出席できない場合は、委

任状をいただき対応している。 

 

委 員：時代が激しく変化している中、組織の在り方を検討する上で、多くの理事の有益

な発言や議論のもと検討していく必要があると考える。 

  

 委 員：財務の健全性について、継続して経費削減に努めるとともに、学生募集施策に重

点的に取り組んだ結果、2 期連続（令和 4 年度、令和 5 年度）で黒字を達成した

ことについては評価できるものと考える。 

しかし、令和 5 年度と令和 6 年度の当期一般正味財産増減額の実績が計画を下

回っているが、そのことについて今後どのような対策をお考えか。また、前回の

三次評価では、国の財政支援を受けているとのことだが、当該財政支援が打ち切

られた場合の代替収入の確保策も法人内部で検討する必要があり、資産運用規

程も設けたほうがいいとの課題があった。現状、資産運用規程を設けていない理

由と、他に代替収入の確保策について検討されたのであれば示していただきた

い。 

 

法 人：資産運用規程については、寄附行為を定めており、リスクを伴う資産運用は考え

ていないため、現在は、定期預金のみで運用している。 
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代替収入については、国からの財政支援が終了する場合は、県が行う認定職業

訓練への補助金に頼ることとなる。運営費や施設費、設備費に要する経費に係

る、国、県からの補助金に頼ることが考えられる。補助金以外の自主事業とし

て、県立保健大学の IT 系授業への講師派遣、市立高等看護学院の新入生の授業

の請負、高校が行うプログラミング授業への講師派遣、小学生向けのギガスク

ール構想の短期講座、クラブ活動への支援などをしているが、国の補助金が止

まってしまうと、県の認定職業訓練の補助金に頼るしかないというのが現状で

ある。 

当期正味財産が減になったことについては、当初、3 か年計画を立てた際、端末

を入れ替えるために、見積もりをとったところ 5 年間で約 2 億 1600 万円で、1

年で約 4,300 万円ずつ国から補助金を受ける計画を立てた。しかし国からの補

助金には、物価上昇などの要因が考慮されず、前回と同様年間 3,000 万円で交

付決定されてしまった。その 1,300 万円の差が当期正味財産に影響を及ぼして

いる。 

 

委 員：法人の経営状況を説明する書類（令和 6 年度決算）P152 の固定資産の（3）その

他固定資産の貸与奨学金 6,500 万円について、事前に債権管理規定があるか確

認したところ、ないということだったが、これは回収できるのか。 

 

 法 人：回収は毎年できている。延滞は 24 名いるが、定期的な電話催促や文書催促をし、

回収は進んでいる。ただし、裁判所から供託の連絡があった場合は、催促できな

いので、それ以外の部分について、定期的に電話催促あるいは文書催促をしてい

る。 

  

委 員：6,500 万円のうち、延滞している分の金額はいくらか。 

  

法 人：約 570 万円。 

 

委 員：24 名延滞している方がいて、570 万円が恐らく回収が難しいということか。 

  

法 人：回収が難しいわけではなく、遅れている。 

     卒業生が就職している企業の中には、企業が奨学金の元金部分を負担してくれ

たりしている場合もある。 

 

委 員：最近だと企業が負担してくれているところもあるとのことだが、回収できない債 

権については、財団がきちんと規程を整えて、それに従って損切りしていくなど



6/9 

 

の対応が必要だと思う。専門でもない財団の事務職の職員が、奨学金の回収を

する作業は、非常にストレスがあったり、難しかったりするので、そういう意

味で規程を整え、処理するという形が必要だと思う。 

同じ 152 ページにリース資産と記載があるが、前年はなかったか。 

 

 法 人：前年は、国からの指示で再リースで教育機器を揃えており、リース資産という

ことではなく、賃借料で毎月支払っている。 

 

委 員：今年度からリースになったのか。 

 

法 人：はい。今年度から新規リースが開始となったので、令和 6 年度の当初でリース

資産として計上している。 

 

委 員：先程説明があった国から約 4,000 万円くるはずだったが、約 3,000 万円しか交

付されなかった補助金は、これに係る部分ということか。 

 

  法 人：はい。年間リース料が国から補助金として交付される。 

 

  委 員：そもそもリースでやろうとした理由はあるのか。 

 

  法 人：当初から国の指示で、リース契約により機器を調達している。コンピュータは

5 年以上経つと、対応できない新しいソフトが多数出てくる。機器を購入して

も長期的な使用には耐えられないため、リース契約により対応している。 

 

委 員：積立資産は通常修繕や大きな設備を導入するために積むと理解をしている。

この積立資産は教育研修、広告宣伝費など見慣れないものが出てくるので、

予算を寄せているイメージがある。 

 

法 人：多少寄せている部分もある。少子化の進展により今後の入学者募集など非常に

危惧される点がある。また、建物が 37 年以上経過して、建物自体もそうだが、

その付帯設備も老朽化しており、建物自体財団の所有のため、財団で修繕など

をする必要がある。そういった点で積立をし、いざというときに対応する。ま

た、広告や宣伝については、入学者がかんばしくなければ、大胆なテレビ CM

などを考えていかなければいけないということで積立している。 

 

委 員：積立ができるほど資金的な余裕はあるのか。 
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法 人：資金的には多少余裕はある。 

 

委 員：定期預金が約 2億円あり、普通預金も 1億円を超えている。単年度で国からの

補助金が少なかった話があったが、資金的には余裕があるという理解でよろ

しいか。 

 

法 人：はい。 

 

委 員：ただ、教育機器の調達については、国からリースの要請がきたから、取得では

なくてリースにしたということか。 

 

法 人：はい。本来、教育機器については、5年に 1 回交換する予定だったが、コロナ

禍で部品が入ってこないことから、1 年延ばし、再リースで対応した。そのた

め、再リースの年度は補助金が少なかった。 

 

委 長：透明性についてであるが、情報公開に関する規程を整備しており、また、当該

法人に関する各種情報これは事業報告や決算資料などだが、インターネット

も活用して積極的に公表するなど、その透明性の確保に向けた取組は大いに

評価できるものと考えている。 

今後の方向性についてはどのようにお考えか。 

 

法 人：第三セクターとしての必要な情報は青森市のホームページにも公開している

ところであり、今後も情報公開を通して、地域の皆様の信頼を得られるような

努力が必要と考える。 

 

委 員：自立性についてであるが、競争によらない市からの収入割合が低いこと、ま

た、入学者の確保に向けた、高校訪問やオープンキャンパスなどの取組は評価

できるものと考えている。 

今後、経営の自立性を一層高めるためには入学者を確保し、授業料収入を増加

させるなどの自主財源の確保に向けた取組の強化が不可欠であると考える。

また、前回の三次評価では、地域全体として、この法人をどう位置付けてマネ

ジメントしていくかは、市の政策も踏まえた、中長期的な課題としていた。貴

法人は産業の高度化及び地域経済活性化のために有為な労働者の養成と労働

者の経済的社会的な地位の向上を図る目的で設立されている。今後も情報処

理技能者の需要はあるかと思うが、例えば、長期的な目線で見たときに、少子



8/9 

 

高齢化や学びの場の多様化の影響で入学生が大幅に減少した場合に、地域に

必要な人材育成・人材確保をどのようにして行っていくのか。また、入学生が

減少することにより貴法人の設立目的が希薄化することが考えられる。これ

らのことから、市の政策を踏まえた上で目的達成に向けた検討が必要になる

のではないかと考えるが、今後の方向性について、法人と市所管課それぞれか

らお聞かせ願いたい。 

 

 法 人：スピード感をもって時代の流れや、地域のニーズを的確に把握しながら、カリ

キュラムも整備していきたいと考えている。今後も柔軟性をもって、事業を継

続してまいりたい。 

 

所管課：本市では昨年度に策定した青森市の総合計画において、柔軟な政策の一つとし

て、活力ある地域産業の育成というものを掲げており、その中で産業を支える

人材の確保、育成、雇用の創出を重要な政策として位置づけている。青森コン

ピュータ・カレッジは、その中で、職業能力の開発や、学び直しの機会の提供

を通じて、経営力や技術力の高い人材育成を促進する機関として位置づけら

れているところである。先程も話にあったが、地元就職率が高いところだと、

若者の定着が必要な青森市としては、地域産業の基盤を支える人材育成が不

可欠という認識である。国においても、社会全体のデジタル化の加速を踏まえ

て、DX 推進できる人材の育成を重要な施策課題に位置づけて、各種施策を展

開しているところであるため、引き続き、財団と連携して、必要に応じてカリ

キュラムも環境変化に対応した取組など検討を進めながら、地域に求められ

る人材の持続的な育成に努めていただくことへの支援をしていくことを考え

ている。 

 

 委 員：最後になるが、令和 5 年 3月に策定した経営戦略プランについて、現時点での

進捗状況について、簡潔にお聞かせ願いたい。 

 

 法 人：財団の財務内容は、入学生の数によって授業納付金が変わり、これによって大

きく左右される。経営戦略プラン策定にあたっては、最大の目標は入学生の確

保であり、年によってばらつきがあり、安定していない現状である。この課題

を解決して、安定した運営を継続していくために、毎年試行錯誤しながら頑張

っているところである。そのほか、大きな目標である就職支援については、今

のところ大変順調で、特に青森市に多く人材を輩出しているところであるの

で、これも継続していきたいと思う。また、国家資格の取得についても、目標

は達成してはいるが、さらに合格率が上がるよう頑張っていきたいと考えて
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いる。 

 

 委 員：市所管課に聞くが、今後、市の施策等の推進に当たって、当該第三セクターと

どのように連携していくのか、今後の方向性についてお聞かせ願いたい。 

 

 所管課：青森市がこれまで行っている取組としては、人材育成の支援として、奨学金の

貸付事業を、コンピュータ・カレッジとは別に一部実施している。それ以外に、

過去には、持続可能な財団の運営支援として、建物の無償譲渡、土地の無償貸

与を行うとともに、国に対して支援の継続を要望するということを、国のほう

に行って要望活動を行っており、これまでも、必要な時期に支援を行ってきた

経緯がある。今後の連携の方向性としては、社会環境の変化や地域を取り巻く

状況の変化をふまえて、引き続き財団と十分な連携を図りながら、財団が人的

育成機関としての機能を維持・発揮できるように、引き続き適切に行っていき

たいと考えている。 

 

委 員：職業訓練学校が全国であと 4 校しかないと話していたが、だんだん減らされて

いかないのか。 

 

 法 人：政権交代した時期に、雇用・能力開発機構が廃止された。廃止されたときに、

全国で 15 校あったが、そのほとんどが閉校した経緯がある。ただ、青森は特

に、行政や地域の企業の協力のもと、なんとか頑張ろうということで継続でき

た。存続していくために、毎年厚労省に直接補助金の要望活動をし、補助金を

いただきながら、なんとか頑張ってきているのが 4 校ということである。東北

には 3 校あり、青森市と北上市といわき市。あとは九州の諫早市 1 校。非常に

各校も経営が大変だという状況にある。人件費は高くなってきており、それ相

応の学生は入ってきていない状況にある。 

 

委 員：わかりました。青森市はバックアップしているということか。 

 

所管課：具体的には、先程お話した奨学金の一部や国の支援なくして今のところ立ち行

かないため、国へリース料の補助を継続していただくよう毎年要望している。 

 

 


